
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
レーザー光を測定対象路面に所定の角度で斜めに照射して、前記測定対象路面による反射
光を測定することによってレーザー光が照射される部位までの距離の変化を計測するよう
に構成された複数のレーザー測距手段を測定対象路面の近傍に配設した路面測定装置にお
いて、
前記レーザー測距手段は、レーザー光の走査範囲が、レーザー光を透過する透過部材によ
って構成された収納容器内に配設

ことを特徴とする路面測定装置。
【請求項２】
レーザー測距手段は、測定対象路面を５度以上の角度で見下ろすようにタワー上に設置さ
れていることを特徴とする請求項１に記載の路面測定装置。
【請求項３】
レーザー測距手段は、測定対象路面から水平距離１００ｍ以内に設置されていることを特
徴とする請求項１、２の何れか に記載の路面測定装置。
【請求項４】
収納容器は、互いに直交する２枚の垂直な透過部材を備え、
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されており、
さらに、前記レーザー測距手段の電源を、夏季には、非測定時にはオフにして測定する度
にオンにして測定終了後には直ちにオフに制御し、冬季には、非測定時にもオンにして測
定する度に一旦オフにして所定時間経過後に再びオンにして測定するように制御する制御
手段を備えている

１項



前記透過部材はそれぞれ測定対象路の走行方向に対して約４５度傾斜させて設けられてい
ることを特徴とする請求項１～３の何れか に記載の路面測定装置。に記載の路面測定
装置。
【請求項５】
収納容器において、透過部材を備えた立壁面の上部には、雨よけの庇が形成されているこ
とを特徴とする請求項１～４の何れか に記載の路面測定装置。
【請求項６】
収納容器において、透過部材には曇り止め手段が施されていることを特徴とする請求項１
～５の何れか に記載の路面測定装置。
【請求項７】
曇り止め手段は、収納容器の内部を外気によって換気する換気手段によって構成されてい
ることを特徴とする請求項６に記載の路面測定装置。
【請求項８】
曇り止め手段は、収納容器の内部の温度もしくは湿度の少なくとも何れか一方を調整する
空調手段によって構成されていることを特徴とする請求項６に記載の路面測定装置。
【請求項９】
収納容器の各構成部材は、互いに固定及び分離が容易な組み立て手段を備えていることを
特徴とする請求項１～８の何れか に記載の路面測定装置。
【請求項１０】
収納容器は架台上に設定されていることを特徴とする請求項１～９の何れか に記載の
路面測定装置。
【請求項１１】

【発明の詳細な説明】
【０００１】
【産業上の利用分野】
本発明は、路面の沈下や地盤沈下等を非接触で計測する技術に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
既に供用されている道路、鉄道等の公共交通構造物の真下を掘削して、立体交差等の新た
な構造物を構築する工事において、工事中及び供用後の既存構造物の過度の不等沈下は、
通過車両の安全確保に大きな影響を及ぼし、人命に関わる災害発生の原因にもなりかねな
いため、沈下管理及びその対応は最優先で行われなければならない。
従来、この種の管理は、既存通過交通機関に及ぼす影響を考慮して、夜間等の交通量の少
ない時間帯に、一時的に交通を遮断して人海戦術で行われたり、道路では路肩、中央分離
帯等の通過交通に直接影響を及ぼさない箇所に、反射プリズム等の視準点を設置して、定
期的に計測を行う等で対応してきた。
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
しかし、これらの方法に用いられるレーザー測距装置は、風雨や温度変化の影響を受けや
すいという問題があり、人員が常駐することが困難な場所等において、継続して安定した
測定データを得ることが困難であった。
【０００４】
そこで、出願人は、レーザー測距装置の具体的な設置構造を提案して、正確且つ安定した
測定を可能とする技術を提供するために本発明をしたものである。
この設置構造は、例えば、特願平１１－２４８９４５号等において提案した沈下測定方法
等に適用できることがいうまでもない。
【０００５】
【課題を解決するための手段】
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レーザー測距手段の電源は、無停電電源装置に接続されていることを特徴とする請求項１
～１０の何れか１項に記載の路面測定装置。



本発明にかかる請求項１の路面測定装置は、
レーザー光を測定対象路面に所定の角度で斜めに照射して、前記測定対象路面による反射
光を測定することによってレーザー光が照射される部位までの距離の変化を計測するよう
に構成された複数のレーザー測距手段を測定対象路面の近傍に配設した路面測定装置にお
いて、
前記レーザー測距手段は、レーザー光の走査範囲が、レーザー光を透過する透過部材によ
って構成された収納容器内に配設

ことを特徴としている。
【０００６】
請求項 2においては、
レーザー測距手段は、測定対象路面を５度以上の角度で見下ろすようにタワー上に設置さ
れていることを特徴としている。
請求項 3においては、
レーザー測距手段は、測定対象路面から水平距離 100ｍ以内に設置されていることを特徴
としている。
【０００７】
請求項 4においては、
前記収納容器は、互いに直交する２枚の垂直な透過部材を備え、
前記透過部材はそれぞれ測定対象路の走行方向に対して約４５度傾斜させて設けられてい
る。
請求項 5においては、
前記収納容器において、透過部材を備えた立壁面の上部には、雨よけの庇が形成されてい
る。
【０００８】
請求項 6においては、
前記収納容器において、透過部材には曇り止め手段が施されている。
【０００９】
請求項 7においては、
前記曇り止め手段は、収納容器の内部を外気によって換気する換気手段によって構成され
ている。
【００１０】
請求項 8においては、
前記曇り止め手段は、収納容器の内部の温度もしくは湿度の少なくとも何れか一方を調整
する空調手段によって構成されている。
【００１１】
請求項 9においては、
前記収納容器の各構成部材は、互いに固定及び分離が容易な組み立て手段を備えている。
請求項 10においては、
収納容器は架台上に設定されている。
【００１２】
請求項１１においては、

【００１３】
【発明の実施の形態】
以下に、本発明にかかる路面測定装置の実施の形態を図１に基づいて詳細に説明する。
図１に示したように、レーザー測距手段としての測量機１は、収納容器を構成する防雨構
造の監視室１０内に設置されている。この監視室１０は、図１に示したように、例えば道
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されており、
さらに、前記レーザー測距手段の電源を、夏季には、非測定時にはオフにして測定する度
にオンにして測定終了後には直ちにオフに制御し、冬季には、非測定時にもオンにして測
定する度に一旦オフにして所定時間経過後に再びオンにして測定するように制御する制御
手段を備えている

レーザー測距手段の電源は、無停電電源装置に接続されているこ
とを特徴としている。



路に面した２面が透過部材としてのガラス面１１、１２で構成されている。
また、前記監視室１０もしくは測量機１は、図 2に示したように架台（タワー）１６上に
設置されている。前記架台 16から測定対象路面までの水平距離は 100ｍ以内であれば充分
な精度で測定できるが、 40ｍ以内とすることによって、測定精度が大幅に向上するという
効果が得られる。
【００１４】
前記ガラス面１１、１２は互いに直交した垂直面を構成しているとともに、それぞれ道路
の走行方向に対して約４５度傾斜している。
そのため、前記測量機１による走査範囲は、ほぼ１８０度確保でき、道路面に設定された
各ポイントを計測することができる。
【００１５】
また、図２に示したように、前記監視室１０には、換気装置１３を設けて、ガラス面の曇
り止め手段とするとよい。
なお、前記曇り止め手段としては、換気装置に限らず、ガラス面を拭くワイパーを設けた
り、曇り止め剤を塗布したり、ガラス面に電熱線を敷設して加温したり、室内を空気が流
れるような構造を備えたりしてもよい。また、室内の温度もしくは湿度の少なくともいず
れかを調整する空調設備を備えてもよい。
また、ガラス面の上部には庇１４を設けるとよい。
また、前記監視室１０は計測範囲を見渡すために高い位置もしくは架台（タワー）上に設
置するので、落雷による機器の損傷を防止するために、図２に示したように避雷器１７を
設けるとよい。
なお、避雷器１７を設けることは、雷の直撃だけでなく、遠くの雷に起因する誘導電圧に
対しても有効である。
そして、停電時には自動的に電源供給を行う無停電電源装置１８を備えている。
また、図３に示したように、２枚のガラスに代えて、３枚のガラス２２を備えた監視室２
０としてもよい。
また、図４に示したように、複数枚の平面ガラスに代えて、曲面ガラス３２を備えた監視
室３０としてもよい。
さらには、図示はしないが、４枚以上のガラス面で構成してもよい。また、道路の走行方
向に対する角度も４５°に限定されるものではない。
【００１６】
次に、上記構成の路面測定装置による実際の配置状況を示した図５、６、７、８を参照し
て、実際の測定方法を説明する。
既設の道路の地下に、斜めに交差するトンネルを掘削する場合に、その掘削による道路の
路面沈下の影響を監視する場合を例にとって説明する。
図５において、Ｒは計測対象路面としての既設の道路であり、Ｔはその地下に掘削される
トンネルである。そして、トンネルＴと交差する部分の路面が沈下する可能性があるので
、トンネルと交差する範囲の沈下を、本発明による路面測定装置を用いて監視するものと
する。
【００１７】
１Ａ～１Ｈは図１に示したように、レーザー測距手段としての測量機であり、レーザー光
線を照射して反射光を測定し、反射点までの距離を測定して距離信号を出力する測距機能
を備えている。
また、この測量機１Ａ～１Ｈは、モータドライブ機構と、このモータドライブ機構を用い
て、レーザー光の照射角度を指定された方位角・俯角に設定する角度設定機能と、現在の
照射角度を電気信号として出力する角度信号出力機能と、通信回線を介して別途計測室に
設置された計測コンピュータ３（図８参照）との通信を行う通信機能とを備えている。
この通信機能は、必要に応じてＲＳ－２３２Ｃ規格からＲＳ－４２２規格等の適切な規格
の信号に変換して伝送する機能をも含んだものであり、有線通信でも無線通信でもよい。
【００１８】
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そして、一つの測量機は半径 40ｍ以内の路面を、 5.0ｍ× 3.5ｍメッシュのポイント（計６
０ポイント）に分けて沈下を計測することができるので、隣り合う測量機の計測範囲が少
しずつ重なり合うように設定する。なお、以上の数値は一例であり、状況に応じて適宜設
定することは言うまでもない。
【００１９】
図５に示したように、以上のような測量機１Ａ～１Ｈが、測定対象領域を網羅すべく複数
（例えば８台）設置されている。そして、各測量機１Ａ～１Ｈは、図８に示したように、
ＲＳ－２３２ＣとＲＳ－４２２との信号変換機能を備えた通信機能を介して計測コンピュ
ータ３に接続されている。
この計測コンピュータ３は、各測量機で検出した距離の変化に基づいて路面の沈下量を演
算する演算手段と、沈下量の測定値を時系列データとして蓄積するデータ蓄積手段と、蓄
積された時系列データを統計処理する処理手段と、処理手段による処理結果に基づいて沈
下特性を判断する判断手段とを備えている。
そして、前記計測コンピュータ３にて処理されたデータは、有線通信もしくは無線通信に
よる通信機能を介して別途管理事務所に設置された処理コンピュータに伝送される。
これらの通信機能としては、ＲＳ－２３２Ｃ規格やＲＳ－４２２規格等の通信規格を適宜
選択するとよい。
【００２０】
図５において、Ｓ１，Ｓ２，Ｓ３，Ｓ４はトンネルの掘削工事の影響を受けない場所（測
定対象面外の非沈下点）に設置した不動点であり、例えばプリズムを設置しておく。
【００２１】
次に、上記構成において、実際の路面の沈下量の演算方法を、図５を参照して説明する。
まず、インターバルタイマ等において設定された沈下量測定のタイミングになっているか
否かを確認して、沈下量測定のタイミングであれば以下の計測を開始する。
第１の測量機１Ａで第１の不動点Ｓ１を視準して角度と距離を計測し、次に、前記第１の
測量機１Ａで第２の測量機１Ｂのプリズムを視準して角度と距離を計測し、第２の測量機
１Ｂで第１の測量機１Ａのプリズムを視準して角度と距離を計測する。このようにして順
次計測し、最後に、第４の測量機１Ｄで第３の測量機１Ｃのプリズムを視準して角度と距
離を計測した後、第４の測量機１Ｄで第２の不動点Ｓ２を視準して角度と距離を計測する
。この一連の計測によって、第１の不動点Ｓ１と第２の不動点Ｓ２を基準とした第１の測
量機１Ａ～第４の測量機１Ｄを位置を確定することができるのである。
【００２２】
既設道路Ｒの反対側においても、同様にして、第３の不動点Ｓ３と第４の不動点Ｓ４を基
準にして、第５～第８の測量機１Ｅ，１Ｆ，１Ｇ，１Ｈの位置を計測する。
これらの位置データは計測コンピュータ３へ伝送し保存しておく。
【００２３】
以上のようにして、各測量機の位置を確認した後に、路面の計測を行う。これは、図６に
示したように、路面にメッシュ状に設定された各ポイントにそれぞれ担当する測量機から
レーザー光線を斜めに照射し、反射光を測定して各ポイント（Ｐａ）までの基準距離（Ｌ
ａ）を測定しておく。しかる後に計測を開始する。
なお、季節変動や温度条件等によって監視室の構造体の熱膨張／収縮が発生すると、実際
の路面の沈下が無くても、測量機１による計測値（反射光による計測距離）が基準距離と
異なった値となってしまうこともあるので、前記基準距離（Ｌａ）は、季節変動や温度条
件等を加味して、種々の条件に対応できるように複数種類設定しておくとよい。
【００２４】
図７において、前記測量機１による計測値（反射光による計測距離）がＬｓであるときの
沈下量ΔＨは次式で求める。
ΔＨ＝（Ｌｓ－Ｌａ）× sin θ
なお、レーザーの照射角度はθａとする。
なお、計測誤差を小さくするために、前記照射角度θａは５度以上とする。さらに、好ま
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しくは１０度以上とすると精度が向上する。
前記測量機 1から測定対象路面までの水平距離を 40ｍ以内とするとともに、前記照射角度
θａを１０度以上とすることによって、測定精度が大幅に向上するという効果が得られる
。
また、計測地点を明確にするために計測対象の路面上に、主として白色のマークを設置す
るとよい。
以上のようにして、ポイントＰａにおける路面の沈下量を、距離の変化量と傾斜角度より
求めるのである。
そして、別のポイントＰｂ，Ｐｃ，・・・・・における路面の沈下量をそれぞれ求めるこ
とができるのである。
８台の測量機によって全てのポイントの沈下量を計測して、計測コンピュータ３に蓄積す
るとともに管理事務所の処理コンピュータへ伝送し、計測コンピュータ及び処理コンピュ
ータの画面で路面の沈下量をグラフィカルに表示することができる。
また、予め設定された沈下量を越えた場合には、通信機能を介して警報を出力することも
できる。このような警報機能によって、特定の人もしくは特定の受信機に異常な沈降を知
らせて対策を講じることも可能になる。
なお、測定手順の例を、図９、１０、１１のフローチャートに示した。
【００２５】
なお、路面の沈下の進行と比較すると、車両の通行による瞬間的な路面の上下振動等は極
めて短時間の変化であるので、計測値から短時間の変化を排除することによって、車両の
通行による瞬間的な路面の上下振動等の影響を取り除いた、実際の路面の沈下量を抽出し
て計測することができるのである。
このように、路面の沈下量には、通過車両による弾性沈下もあるので、毎回の計測値の変
化が、路面の沈下によるものか、それ以外の外乱によるものかを判定する必要がある。
また、測量中に、走行中の自動車等の障害物に当たった場合等には、そのデータが、正常
な範囲を外れていることから異常データと判定できるので、そのデータを削除することに
よって精確な測量が可能となる。
【００２６】
次に、図１２を参照して、季節毎の運転制御方法を説明する。
図１２の（Ａ）に示したように、
監視室に配設された測量機１は制御手段１９によって、以下のようにオン／オフ制御され
るように構成されている。
まず、温度の上昇する夏季には、図１２の（Ｂ）に示したように、非測定時にはオフにし
て測定する直前にオンにする。そして、測定終了後には直ちにオフに制御する。
このように制御することによって、通電時間を短縮し、監視室内の温度上昇を抑制すると
ともに、測量機の温度上昇を抑制して正確な測定を可能とするのである。
また、温度の低下する冬季には、図１２の（Ｃ）に示したように、非測定時にもオンにし
て通電し、測定する度に一旦オフにして所定時間経過後に再びオンにして測定するように
制御する。
このように制御することによって、ほぼ常時通電して測量機の温度低下を防止して常時安
定した測定が可能な定常状態にしておき、測定開始に先立って一旦電源をオフにして、種
々の要因をリセットした後、測量機が冷める前に直ちに再度オンにして、正確な測定を可
能とするのである。
【００２７】
上記構成の路面測定装置によれば、車両の通行量の多い道路であっても、通行を禁止した
り制限したりすることなく、無人で連続的に計測できるので、車両の通行等の影響を取り
除いた路面の沈下を継続して観測することができ、事故の予防や、補修時期の予測が可能
となり、計画的で且つ安全な道路管理が可能となるのである。
そして、路面の沈降を計測する前に、測量機の沈降や位置変動がないかを確認するので、
正確な路面の沈降の計測が可能になったのである。
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【００２８】
また、路面だけでなく、地盤の沈下や建物の沈下等を非接触で離れた位置から無人で連続
的に正確に計測することが可能となるのである。
【００２９】
【発明の効果】
本発明によれば、レーザー測距手段を収納容器内に収納したので、風雨や砂塵等の周囲環
境からの影響を排除して、長期間にわたって安定した測定が可能となった。
特に、広範囲の測定対象路面を、高速且つ高精度で測量することが可能となった。
また、季節に応じて、電源のオン／オフを制御し、四季を通じて正確な測定を可能とした
。
また、無停電電源装置を備えることによって、落雷等によって停電が発生しても、長期に
わたる連続測量が可能となった。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の計測方法に用いる監視室の平面図である。
【図２】本発明の計測方法に用いる監視室の側面図である。
【図３】本発明の計測方法に用いる別の実施形態の監視室の平面図である。
【図４】本発明の計測方法に用いるさらに別の実施形態の監視室の平面図である。
【図５】本発明にかかる路面測定装置の実際の使用例の平面配置図である。
【図６】前記使用例の側面図である。
【図７】前記使用例における計測原理を説明する図である。
【図８】前記使用例に用いる系統図である。
【図９】前記使用例における測定方法に対応したフローチャートである。
【図１０】前記使用例における測定方法に対応したフローチャートである。
【図１１】前記使用例における測定方法に対応したフローチャートである。
【図１２】季節毎の運転制御方法を説明する図である。
【符号の説明】
１０　　監視室、収納容器
１１、１２　ガラス面、透過部材
１３　　換気装置
１６　　架台、タワー
１７　　避雷器
１８　　無停電電源装置
１９　　制御手段
１　　測量機
Ｒ　　既設道路、測定対象路面
２０　　監視室、収納容器
２１　　ガラス面、透過部材
３０　　監視室、収納容器
３１　　ガラス面、透過部材
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】
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